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高浜市高浜豊田地区（

1

約7.1㏊）において

1

、工業用地造成工事が完了。
他市との ・安城市榎前西地区（約13.8㏊）において、造成工事が進行中。
比較検証
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単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 14,574 53,000 合計 14,574,154 円
委託料 14,574,154 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 14,574 53,000

職員人件費　② 0 0 15,431 15,480

総事業費（①＋②） 0 0 30,005 68,480

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0
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３

依佐美地区において、

０

周辺の優良農地

主
た
る
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内
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○先行開発区域の

度

事業推進
との共存を図

評

りながら、新たな産業

価

集積を促 ○第2期開発

）

検討区域における調査

刈

検討
す一団の工業用地

谷

を整備する。 ○関係機

市

関調整
○合意形成活動
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け

関連計画 第3

務

次刈谷市都市計画マス

事

タープラン

根拠法令 刈

業

谷市自治基本条例

対象

評

者 市民、事業者 事業期

価

間 平成３０年度 ～

実施

シ

方法 ■直営　■委託　

ー

□指定管理　□補助・

ト

助成　□その他

（様式１）

会計名
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年度実績 ２９年度実績

部

３０年度実績 ３１年度

産

計画

　 　 ・先行開発区

業

域 ・先行開発区域
　 　

環

　　売買契約書の取り

境

まとめ 　　用地測量分

部

筆業務
　 　     用

一

地管理業務 　　アンカ

般

ー基礎の撤去
　 　 ・第

会

2期開発検討区域 ・第

計

2期開発検討区域
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　――――――― 　　

業

　――――――― 　　

立

基礎調査業務 　　事業

地

同意取得業務
　　アン

推

ケート調査 　　地元説

進

明会の開催
    調

事

査測量業務
　　概略設

業

計業務

　先行開発区域

担

の事業用地を適正に管

当

理することができた。

課

また、2期開発検討区

企

域における事業の方向

業

性、地権者の意

成果
向

立

について整理すること

地

ができた。

　2期開発

推

区域の位置や規模を検

進

討するため、企業の進

室

出意向を確認する必要

款

がある。

課題

指標名称

項

（単位）
実績値 目標値

目

２８年度 ２９年度 ３０

担

年度 ３１年度 ３年度

活

当

動 先行開発区域（約1

係

4.9ha）の用地売

企

買契約率（％） ― ― 1

画

00.0 ― ―
指標
活動

推

第2期開発検討区域の

進

地権者同意率　（％）

係

― ― ― 80.0
指標

・
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各視点からの評価 評価の理由
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備投資や工場の耐震対
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工場の建替需要が高ま
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っている。しかしなが
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必要性 ・市民
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ニーズ、社会需要 には
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適地が無く、企業が市

成

外へ流出する恐れがあ

３

ることか
・市民生活上
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必要である　など ら、

年

引続き雇用や税収を確

度

保し、活力ある刈谷市

評

を持続さ
せるため、工

価

業用地の確保が急務で

）

ある。
　先行開発区域

刈

の工業用地造成事業を

谷

愛知県企業庁に委託
・

市

コストの節減、費用対

事

効果
高い

することによ

務

り、コストの節減とと

事

もに、事務手続きの簡

業

効率性 ・執行体制の効

評

率性 素化を図り、工業

価

用地の早期整備に努め

シ

ている。
・手段の最適

ー

性　など
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ト

おける開発事業である

（

ため、周辺の優良農地
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・市が主体となって実
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図りながら、市主導に
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よる新たな産業集積を

会

促
妥当性 　べき事業で

計

あるか す一団の工業用

名

地を整備する必要があ
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る。
・総合計画との整
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　新たな工

部

業用地需要に応えるも
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のであり、工業振興施
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も重要な事業である。
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・目標達成度
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市民サービスへの効果

般

　など

今後の方向性 ■

会

拡充　□現状維持　□

計

改善・効率化　□縮小
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　□終期設定　□休止

業

・廃止

　先行開発区域

立

の事業推進を図るとと

地

もに、更なる企業立地

推

需要に応えるため、第

進

2期開発の検討を進め

事

る。平成31年
度にお

業

いては、第2期開発検

担

討区域において調査測

当

量、概略設計業務を進

課

める。
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